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神奈川県監査委員 石 田 稔

同 髙 岡 香

住民監査請求に基づく監査の結果について（通知）

平成20年１月８日付けで受理した住民監査請求について、地方自治法(昭

和22年法律第67号）第242条第４項の規定に基づき監査を行いましたので、

その結果を次のとおり通知します。

第１ 請求に対する判断

地方自治法第242条第４項の規定に基づき、次のとおり勧告する。

平成15年５月から平成19年３月までの政務調査費に係る請求につい

て、一部管理を怠る事実が認められたことから、知事は、別表１及び別

表２に記載した返還所要額について、政務調査費の交付対象とした会派

及び議員に対し返還請求を行うなど必要な措置を、平成20年６月30日ま

でに講じられたい。

なお、今後、合理的な事情により、会派及び議員から証拠書類等の追
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加提出等があった場合は、別表３の監査基準を参考に審査を行い、監査

委員に通知の上、返還所要額の減額等を行われたい。

第２ 請求の内容

１ 請求人から平成20年１月８日付けで提出された請求書の内容（内容は

原文のまま。ただし、項目番号の一部付け替え等を行った。）

(1) 請求の趣旨（主張の事実）

ア 政務調査費の交付額

神奈川県知事（以下甲とする）は神奈川県議会各会派及び議員に

対し、「神奈川県議会の政務調査費の交付等に関する条例」（平成1

3年３月27日条例第33号・以下本条例とする）第３条及び第８条に

基づき、平成15年度より平成18年度の４年度間（15年４月分を除く）

において、本条例第３条に定める議員一人当たり月額53万円、年額

636万円の政務調査費を交付している。各会派及び議員への交付の

総額は政務調査費交付額一覧表（略）のとおりである。

イ 政務調査費収支報告書に記載された支出額

甲は本条例第12条に基づき、各会派代表者より神奈川県議会議長

宛に提出された政務調査費収支報告書を議長を経由して受理してい

る。

同収支報告書によれば各年度の各会派政務調査費支出額は政務調

査費支出額一覧表（略）のとおり報告されている。

なお同収支報告書に記載された剰余金については本条例第13条に

より甲に返還されているものと推測される。

ウ 政務調査費支出額の問題点（違法の事実）

(ｱ) 全国各自治体議会における法令等に反する違法・不当支出の

発覚

昨年来関東圏でも品川区や目黒区、新宿区等での政務調査費

の法令・条例・使途基準に反する違法・不当支出（以下目的外

支出とする）の事例について多くの報道が行われ、問題の所在

が明らかにされてきた。

全国的にも政務調査費の使途について多くの住民訴訟や住民

監査請求が行われ、以下のとおり裁判官や監査委員により「目

的外支出」と判断される事例が公的に明らかにされてきた。

a 青森県弘前市長に対する青森地裁（平成16年2月24日・平成

18年10月20日）判決・同仙台高裁（平成19年2月20日）判決

b 自民党品川区議団に対する東京地裁（平成16年4月13日）判



- 3 -

決、同事務局長に対する（平成18年4月14日）判決

c 寝屋川市長に対する大阪地裁（平成18年7月19日）判決

d 愛知県知事に対する名古屋地裁（平成17年5月30日）判決・

同名古屋高裁（平成18年2月15日）判決

e 墨田区（平成17年度）政務調査費個別外部監査

f 目黒区公明党議員団の違法・不当支出

g 新宿区（平成19年2月）住民監査請求・監査結果

h 長野県・徳島県における包括外部監査報告による指摘

i 仙台地方裁判所（平成19年11月住民訴訟判決）

j 京都府住民監査請求結果（平成19年11月26日広報）

(ｲ) 大阪府議会個別外部監査結果（平成19年6月15日付）

そして先般、平成19年6月15日に出された「大阪府議会」政務

調査費に対する「個別外部監査結果」では、各会派並びに114名

の議員のうち112名について総額3.4億円もの巨額な「目的外支

出」の存在が明らかにされ、返還を求める監査委員勧告が示さ

れた。請求人からは「高額な政務調査費を全額費消する為の辻

棲合わせに工夫を凝らしているとしか考えられない」と迄指摘

され糾弾されるに至っている。

「目的外支出」と指摘された会派や議員112名のうち、殆どの

会派・議員は既に勧告に応じ返還を行ったと報告されているが、

この「政治とカネ」の悪しき連鎖は、昨年度の参議院選挙で自

民党が惨敗を喫する程に国民の怒りを買っていることに、地方

議会議員も心をいたす必要がある。

(ｳ) 川崎市議会個別外部監査結果（平成19年11月27日付）

先に示された神奈川県内政令指定都市の一つである川崎市の

政務調査費に対する「川崎市議会個別外部監査結果」における

４会派（自由民主党、民主党、公明党、日本共産党）の監査に

おける違法支出認定額は総額252,793,962円（内交付額を超える

支出超過分10,748,175円を差引き返還対象額は242,045,787円で

ある）に上るものとなった。

(ｴ) 神奈川県議会政務調査費支出額のうち違法な支出額

かかる地方議会における「政治とカネ」の動きのなかで、神

奈川県議会議員の政務調査費の支出内容についてチェックの目

を向けることは、県民としての当然の責務である。

既に指摘したとおり、本県において平成13年度にスタートし

た「政務調査費制度」の交付額は年間6.72億円（平成18年度）、
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本件監査請求対象４年度間では26.4億円と高額であるにも拘わ

らず、その収支報告書は領収書の添付を要しないという制度上

の不備もあって、今日迄不透明な状況に置かれたままにある。

私たち請求人は４年度間の議員任期が終了した県議会各会派

議員の任期中（平成15年５月～平成19年３月31日）の収支報告

書に示された政務調査費使途についての備考欄等の記載につき、

違法な「目的外支出」の有無を、先述した法令・条例・判例や

住民監査請求勧告内容、更には大阪府議会個別外部監査結果や

川崎市議会同監査で示された「監査結果」とを比較検討した。

その結果、全会派及び議員の政務調査費中、次表のとおり４

年度間分で総額811,147,545円の目的外支出が存在し、交付額を

超える支出額を控除した返還請求額は772,657,986円となる。

詳細に点検すればかかる多額の目的外支出が存在するにも拘

らず、神奈川県知事は議会各会派・議員の収支報告書を受領す

るのみで、県財政執行上の管理責任を果たすことなく返還請求

を行ったことはない。

よってこの金額が政務調査費の「目的外支出」として、監査

委員に、知事に対し各会派より返還を求める勧告を行うよう請

求する金額である。
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「会派・議員別目的外支出金額および返還請求額一覧表」

(2) 神奈川県議会各会派、議員の違法支出の特定

ア 各会派共通の違法支出存在の可能性について

私たち請求人らは直接支出を証する証拠資料に触れることはでき

ない。従って収支報告書からはある程度類推するほかないのである

が、先に示された大阪府議会や川崎市議会個別外部監査の結果から、

ある程度県議会にも共通して存在すると考えられる「目的外支出」

のパターンを指摘することができる。

(ｱ) 使途基準に反する目的外支出の存在について

a 政務調査費交付制度が発足する平成12年度以前は、全国各

議会に法232条の２に定める「公益上必要があるとみとめられ

会派名 15年度 16年度 17年度 18年度 合計 収支超過額
差引き返還請
求額

自由民主党 83,512,565 81,899,458 80,781,993 79,779,970 325,973,986 532,349 325,441,637

民主党刷新の会
かながわクラブ

38,406,218 52,747,094 55,496,044 55,350,469 201,999,825 10,302,897 191,696,928

公明党 19,623,780 21,449,443 21,151,876 21,122,846 83,347,945 3,816,526 79,531,419

県政21県民の会 20,716,615 26,312,277 24,992,503 26,172,148 98,193,543 16,201,868 81,991,675

日本共産党 7,213,395 7,334,366 8,005,715 7,835,280 30,388,756 713,360 29,675,396

市民の党 3,557,930 3,969,869 3,965,470 3,906,003 15,399,272 60,878 15,338,394

社会民主党 2,005,616 1,938,934 2,049,789 1,938,934 7,933,273 1,611,350 6,321,923

大木　哲 1,856,486 189,430 - 1,439,677 3,485,593 106,361 3,379,232

無所属の会 1,914,273 449,259 - - 2,363,532 973,995 1,389,537

愛甲クラブ 1,759,609 167,910 - - 1,927,519 65,077 1,862,442

三浦市民政策会議 954,599 165,860 - - 1,120,459 24,872 1,095,587

山百合クラブ 558,937 1,880,997 2,067,823 2,535,289 7,043,046 2,896,858 4,146,188

東野陽子 1,787,262 161,873 - - 1,949,135 137,128 1,812,007

安斉義昭 1,755,392 165,258 - - 1,920,650 30,901 1,889,749

手塚悌次郎 1,849,509 159,442 - - 2,008,951 336,513 1,672,438

平本さとし 1,840,580 166,850 - - 2,007,430 349,468 1,657,962

福田泰子 1,748,999 1,908,003 1,862,300 1,528,632 7,047,934 16 7,047,918

山本裕子 1,749,000 1,908,095 1,865,242 1,663,149 7,185,486 329 7,185,157

仙田みどり 1,748,999 1,908,142 1,832,569 1,558,978 7,048,688 481 7,048,207

齋藤健夫 1,811,806 156,310 - - 1,968,116 210,148 1,757,968

神奈川フロンティア 834,406 - - - 834,406 118,184 716,222

合計 197,205,976 205,038,870 204,071,324 204,831,375 811,147,545 38,489,559 772,657,986
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る場合に補助することができる」との定めにより、会派・議

員に対し補助金として「議員活動費」が支給されてきた。従

ってこの場合にはかなり広く会派や議員の様々な議員活動費

に対して充当することができるものであった。

b しかしながらこの補助金が第２の議員報酬と非難されるに

及んで、平成12年の法改正により地方自治法第100条13、14項

が新設され、条例で定めれば「議員の調査研究に資する経費

の一部」として「政務調査費」を交付することができる制度

が成立したものである。

ここで重要なことは、これまで多方面の議員活動の支出に

充当することが可能であったものが、「議員の調査研究に資

する」とその使途の範囲が極めて限定的なものに大きく変わ

ったことにある。その点について大阪府議会や川崎市議会で

も、多くの会派、議員が十分に認識していない可能性が挙げ

られ、神奈川県議会でも同様の認識が内在するものと考えら

れる。

このため、後述する「按分」の考え方や、「何にでも支出

可能」との認識改革が行われないまま、調査研究に関わりの

ない支出が神奈川県議会でも行われていると推測される。

c また、首長や議長はもとより議会事務局からもチェックを

うけることがないとの習慣から、「領収書さえあれば」との

感覚で政務調査研究に到底資することのない経費に迄充当さ

れるケースが、この身近な川崎市議会の監査結果で明らかに

なっており、神奈川県議会でもかかる支出が行われている可

能性は極めて高いと思料される。なおこれら政務調査費支出

のなかで公的にも目的外支出であると指摘され始めたのは近

年のことであるとしても、既に平成13年10月16日付で全国都

道府県議会議長会「政務調査費の使途の基本的な考え方につ

いて」が公表されており、「実費弁償」や「按分」などの基

本的指針は示されていること、また議員支出の公費充当につ

いては常識的な条理上の考え方のなかで対処すべき事項であ

って、ルールが定かでなかったとしてもかかる抗弁は成り立

たないことは私たちが指摘する迄もないことである。まして

やかつては情報の開示が不十分であったが故に、政務調査費

支出内容の違法性が指摘されてこなかったことにほかならな

いことに十分配慮する必要がある。
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(ｲ)「按分」が行われていない違法支出の存在について

議員の職務遂行にあたっては、議員としての通常の議会活動、

政治活動、後援会活動、私的活動と「政務調査研究活動」は渾

然一体となって、明確に区分しえないのが通常である。

従って平成13年10月16日付け、都道府県議会議長会が「政務

調査費の使途の基本的な考え方について」において「一つの活

動が調査研究活動と他議員活動の両面を有し、渾然一体となっ

ている場合における政務調査費の事務所費・事務費・人件費等

への充当については、実績を考慮して按分とすべきもの」との

考え方を示しており、「按分」についての理念は政務調査費交

付制度開始の当初より存在するものである。

神奈川県議会各会派、各議員の収支報告書に記載された支出

額は、まずこのような「按分」が適切に行われているという形

跡がない。

先の川崎市議会の監査結果内容においても、適切な「按分」

が行われていないと外部監査人が認定した項目は４会派で215件

にも及び、この点が神奈川県議会各収支報告書においても存在

すると考えられる「目的外支出項目」である。

(ｳ) 「領収書」等の裏付けのない支出（使途不明）の存在につい

て

今般の川崎市議会の政務調査費監査結果のなかで最も驚愕的

であったのは、川崎市議会自由民主党会派の収支報告書が４年

度間すべてこれまでの収支報告書の支出報告書数値が大幅に一

方的に修正されたことと、にもかかわらず、その修正された支

出報告書額に見合う支出の裏づけのない支出額が４年度間の支

出総額４億490万円のうち、およそ２分の１にあたる２億円余も

存在していたことにある。

これ程杜撰な会計処理が行われているとは想定外のことであ

るが、風聞では「貴方が見たら気絶するような領収書があるよ」

等々の会話が流れてきており、恐らく外部監査人に見られたく

ない領収書（それも２億円にもおよぶ金額）が密やかに処分さ

れた可能性すら存在する。

まさか神奈川県議会でこれ程ひどい政務調査費の使われ方は

存在しないと思われるが、川崎市議会の民主党会派や公明党会

派でも同様な支出のあったことは明らかになっており、やはり

外部監査人により厳しく監査を受けることは県議会においても
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不可欠であると考えられる。

以下神奈川県議会各会派・議員の支出額に含まれる違法支出

額について個別に指摘する。

イ 各会派違法支出の特定について
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（ｱ）自由民主党　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①平成15年度議員連盟費10,709千円は政務調
査研究に資する支出と認められない。16年度
以降も混入している可能性がある。
②調査委託費が高額、議員の調査研究費とし
て成果品とのチェックが必要である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①15年度9,900千円と端数のない支出は実費弁
償に反する支出の可能性がある。
②現地調査交通費は個々の政務調査活動との
関連が不明と見られ、全額政務調査研究費と
は認められない。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

①15年度より多額に計上され、目的外支出が
多額に存在すると見られる。
②特に高額かつ不適切な外食費が相当程度見
込まれる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

①議会審議資料は議員本来の職務遂行に要す
る費用であり、政務調査研究費に該当しな
い。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市監査基
準で4年度間8,008,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①18年度は15年度の2倍に上り選挙活動費の混
入が見込まれる。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①16年度より光熱水費が多額であり、政務調
査研究費として不適切である。
②賃料も多く、後援会活動費用が混在してい
ると見られる。
③事務費に含まれる場合も同様である。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①16年度よりリース料が多額である。調査研
究費に該当しない（車のリース料等）高額支
出が含まれている可能性がある。
②議員の政治活動、後援会活動費が含まれて
いる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に事務所賃料と関連して、議員の通常活
動、後援会活動に係る人件費が多く含まれて
いると見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は325,973,986円となる。
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（ｲ）民主党刷新の会・かながわクラブ神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①各年度交通宿泊費、ガソリン代、通行料が
多額であるが、全て調査研究目的に合致して
いるか疑問。実費弁償に反すると見られ、全
額を調査研究費とすることは認められない。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①会費支出も高額であり、政務調査費として
適切な限度を超えると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

①特に高額・不適切な外食費が存在する可能
性が強い。
②各年度「その他」と一括表示されている
が、調査研究目的外の可能性がある。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

①特に議会審議資料は議員本来の職務活動費
であり、特別な活動である調査研究には該当
しない。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間5,004,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①18年度は15年度の2倍に上り選挙活動費の参
入が見込まれる。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①特に事務所賃料、水熱光費の按分が不適切
と見られる。
②事務所家賃が18年度3,100万円にものぼり、
各年度按分が不適切と見られる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①事務費に、備品消耗品のリース料が多額で
あり、按分が不適切と見られる。
②政務調査費に該当しない高額備品の購入費
が混入していると見られる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①給与・賃金共に按分が不適切と見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は201,999,825円となる。
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（ｳ）公明党　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①特に現地調査費が多額にのぼり、「研修
費」中の交通費と合せて調査研究費としての
整合性が疑問のある支出である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①県政と関わりのない海外視察が存在する可
能性がある。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間2,068,000円の目的外支出が
ある。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①特に賃借料・管理運営費の按分が不適切と
見られる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①特に事務用品、通信費の按分が不適切と見
られる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分が不適切であると見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は83,347,945円となる。
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（ｴ）県政21県民の会　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間2,348,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は98,193,543円となる。
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（ｵ）日本共産党　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

①予算要望関連印刷費は議員本来の職務に係
る支出であり、政務調査研究費に該当しな
い。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間752,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①特に按分不適切

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分不適切

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は30,388,756円となる。
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（ｶ）社会民主党　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間188,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①特に按分不適切

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①特に按分不適切

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分不適切

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は7,933,273円となる。
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（ｷ）市民の党　神奈川県議会議員団（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

①プロバイダー経費（事務費とすべき）は事
務費に則り按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間376,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①印刷機リース代（事務費とすべき）は事務
費に則り按分すべきである。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①特に按分不適切

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①特に按分不適切

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分不適切

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は15,399,272円となる。
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（ｸ）大木　哲　神奈川県議会議員（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間96,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は3,485,593円となる。
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（ｹ）無所属の会　神奈川県議会議員団（平成15年5月～16年5月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間52,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①按分が不適切と見られる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は2,363,532円となる。
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（ｺ）愛甲クラブ　神奈川県議会議員団（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間44,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①16年度電話機設備工事は全額目的外支出で
ある。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は1,927,519円となる。
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（ｻ）三浦市民政策会議　神奈川県議会議員団（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①支出額に端数がなく、実態の有無すら疑問
である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①特に按分不適切と見られる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分不適切と見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は1,120,459円となる。
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（ｼ）山百合クラブ　神奈川県議会議員団（平成16年1月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

該当支出なし

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間144,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①タウンニュース掲載料は議員の政治活動
費・選挙運動目的費であり、政務調査研究費
に該当しない。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①特に按分が不適切である。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①収支報告書自体手書きであり、パソコン関
連支出は調査研究目的外であると見られる。
②特に按分が不適切である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①特に按分が不適切である。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は7,043,046円となる。
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（ｽ）東野　陽子　神奈川県議会議員（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間48,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は1,949,135円となる。
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（ｾ）安斉　義昭　神奈川県議会議員（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間48,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は1,920,650円となる。
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（ｿ）手塚　悌次郎　神奈川県議会議員（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間48,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は2,008,951円となる。
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（ﾀ）平本　さとし　神奈川県議会議員（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間48,000円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①按分不適切と見られる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①按分不適切と見られる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①按分不適切と見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は2,007,430円となる。
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（ﾁ）福田　泰子　神奈川県議会議員（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①調査委託費（神奈川ネットワーク運動連合
会分担金と見られる）の負担が高額であり議
員の調査研究に資するものとしての範囲を逸
脱している可能性がある。成果品との検証が
不可欠である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①15年度の研修会参加費は県政の政務調査研
究に資するかどうか同様に成果品との検証が
不可欠である。

会
議
費

該当なし

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間188,000円にのぼる可能性が
ある。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①街宣車リース料は政治活動費、後援会活動
費であり、調査研究費用に該当しない。18年
度同解約料負担額も同様である。
②リース契約解約処理が適切かどうか監査が
必要である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①会議費の支出がなく、会議室使用料の負担
は調査研究費と同様の問題がある。議員個人
の実費弁償原則にももとる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は7,047,934円となる。
政務調査費が神奈川ネットワーク運動連合会の維持運営費の一部となっている可能性があ
り、その場合は議員の審議能力向上を目的とする政務調査費交付条例制度の趣旨にもとるこ
ととなり、その視点での精査が必要である。



- 26 -

（ﾂ）山本　裕子　神奈川県議会議員（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①調査委託費（神奈川ネットワーク運動連合
会分担金と見られる）の負担が高額であり議
員の調査研究に資するものとしての範囲を逸
脱している可能性がある。成果品との検証が
不可欠である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①15年度の研修会参加費は県政の政務調査研
究に資するかどうか同様に成果品との検証が
不可欠である。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間188,000円にのぼる可能性が
ある。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①街宣車リース料は政治活動費、後援会活動
費であり、調査研究費用に該当しない。18年
度同解約料負担額も同様である。
②リース契約解約処理が適切かどうか監査が
必要である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①会議費の支出がなく、会議室使用料の負担
は調査研究費と同様の問題がある。議員個人
の実費弁償原則にももとる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は7,185,486円となる。
政務調査費が神奈川ネットワーク運動連合会の維持運営費の一部となっている可能性があ
り、その場合は議員の審議能力向上を目的とする政務調査費交付条例制度の趣旨にもとるこ
ととなり、その視点での精査が必要である。



- 27 -

（ﾃ）仙田　みどり　神奈川県議会議員（平成15年5月～19年3月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①調査委託費（神奈川ネットワーク運動連合
会分担金と見られる）の負担が高額であり議
員の調査研究に資するものとしての範囲を逸
脱している可能性がある。成果品との検証が
不可欠である。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

①15年度の研修会参加費は県政の政務調査研
究に資するかどうか同様に成果品との検証が
不可欠である。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間188,000円にのぼる可能性が
ある。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

①街宣車リース料は政治活動費、後援会活動
費であり、調査研究費用に該当しない。18年
度同解約料負担額も同様である。
②リース契約解約処理が適切かどうか監査が
必要である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①会議費の支出がなく、会議室使用料の負担
は調査研究費と同様の問題がある。議員個人
の実費弁償原則にももとる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は7,048,688円となる。
政務調査費が神奈川ネットワーク運動連合会の維持運営費の一部となっている可能性があ
り、その場合は議員の審議能力向上を目的とする政務調査費交付条例制度の趣旨にもとるこ
ととなり、その視点での精査が必要である。
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（ﾄ）齋藤　健夫　神奈川県議会議員（平成15年5月～16年4月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

視察費に係わる交通費について、個々の政務
調査研究活動との関連性が不明な支出が含ま
れる。定期代、ガソリン代等実費弁償違反支
出が含まれると見られる。

①ガソリン代等の支出額は精査が必要であ
る。

研
修
費

県政の調査研究に関連しない研究会費が含ま
れている。その他会費についても同様支出が
含まれると見られる。

会
議
費

意見交換を行うのに不適切な店舗等の外食費
が含まれると見られる。
会派内会議の弁当代、茶菓子代に単価の高い
支出が含まれると見られる。

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間48千円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は1,968,116円となる。
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（ﾅ）神奈川フロンティア　神奈川県議会議員団（平成15年5月～15年9月間）

科目 違法支出内容

経費 共通項目 個別項目

調
査
研
究
費

該当支出なし

研
修
費

該当支出なし

会
議
費

該当支出なし

資
料
作
成
費

政務調査研究に該当しない審議資料、広報資
料印刷費が含まれている。議員本来の活動費
と按分すべきである。

資
料
購
入
費

県政の調査研究に関連しない書籍資料が含ま
れている。複数部購入は１冊に限られる。新
聞購読料は政務調査研究費に該当しない。
（川崎市議会個別外部監査判断基準は議員１
人１紙年48千円を一般情報収集目的として目
的外支出と判断した。）

①新聞購読料の目的外支出額は川崎市議会監
査基準で4年度間15,450円にのぼる。

広
報
費

広報活動は政務調査研究に該当しない。広報
ビラ印刷（議会ニュース等）配布費用は大部
分会派の政治活動費、後援会活動費である。

事
務
所
費

事務所費賃借料、水道光熱費、駐車場その他
維持管理費は政務調査研究と議員本来の職務
活動、政治活動、後援会活動と按分すべきで
ある。携帯電話購入費は全額目的外支出とす
べきである。

①按分不適切と見られる。

事
務
費

会派控室でのコピー、ファックス機リース料
使用料は、通常の議員活動等と按分すべきで
ある。議員個人事務所分は更に後援会活動を
加えて按分すべきである。事務費に含まれる
場合も同様である。

①按分不適切と見られる。

人
件
費

被雇用者の業務は会派、議員の政治活動、議
員本来の職務活動、後援会活動等の補助業務
が含まれ、調査研究活動と按分すべきであ
る。

①按分不適切と見られる。

総
括

違法支出に関わる違法支出額そのものは新聞購読料を除き、領収書が見られないので特定し
難い。川崎市議会政務調査費の個別外部監査基準で多く用いられた目的外支出割合を3割とす
る判断基準を用い、各年度・各費目ごとに算出（次表以下参照（略））した4年度間の違法支
出額は834,406円となる。



- 30 -

ウ 監査対象の特定について（補足）

(ｱ) 違法支出の内容

各会派・議員の「違法支出」と判断した「目的外支出」の大

部分は、その殆どが議員報酬を財源とすべき「通常の議員活動」

の範疇にあたる支出か、または政務調査活動と一体の活動であ

っても、その活動割合を考慮して「按分」すべき支出を、その

まま全額政務調査費として処理していると見られるケースが大

半である。

従って「按分」については、政務調査活動と通常の議員活動

や政治活動、後援会活動とが混在することを考えれば、「２分

の１」ないし「３分の１」・「４分の１」等と適正に按分すべき

であるが、支出費用内容が明確に把握できないこと及び今後の

議員活動への影響に配慮し、按分すべき内容の支出については

川崎市議会個別外部監査結果に示された「３割按分割合」が多

かったことを参考として少なくとも「10分の３」を目的外支出

とすることに留めた。

もとよりこの「按分割合」が今後の指針となるものではなく、

この住民監査請求に限って「10分の３」としたものであり、監

査の結果、より高い「按分比率」を用いるべき場合は、その高

い比率（例えば２分の１等）により目的外支出を算定すべきで

あることは言う迄もない。

また当然ながら明らかに「目的外支出」と判断されるものは、

全額を違法な目的外支出（自由民主党議員連盟費、全会派・議

員新聞購読料・街宣車リース料等）と判断する。

(ｲ) 監査対象の特定

なお、監査対象の特定については各会派・議員が領収書等支

出を裏付ける資料を一切添付及び開示をしていない現況下で、

各会派及び議員の各年度「収支報告書」をベースとして算出す

る以外に方法はない。

しかしながら、川崎市議会の個別外部監査請求においても神

奈川県と同様に「収支報告書」のみしか開示されていない状況

（日本共産党のみ18年度分について請求人らに開示した）にあ

って、同請求を受理するに至ったものであるが、その理由を監

査委員は監査結果に次のように（略）指摘するところであり、

監査対象を具体的に摘出しえないことに配慮を示している。

(ｳ) 付言
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更に監査請求人として付言すれば、川崎市議会の「個別外部

監査結果」において指摘された数々の違法かつ不当な目的外支

出の存在は、件数及び内容・金額においても目を覆うばかりの

状況にあり、特に自民党会派は使途不明に関わる支出が交付額

394,200千円のうち194,887,220円に上るような状況であり、他

会派にも同様の支出が数多く指摘されている。

神奈川県議会の各会派、議員に同様の支出が存在すると断定

し得ないまでも、神奈川県下同じ活動基盤に立ち、政治活動、

後援会活動、選挙活動更には政策的にも同一性が求められる県

連の組織のもとに同一行動をとることも極めて多いなかで、川

崎市議会会派・議員のみに、かかる特別な違法支出が行われて

いたと考えることは極めて不自然である。

神奈川県議会は先に「政務調査費を考える会」の中間発表を

行ったが、領収書の全面開示すら未だ決定しえない状況下では、

「個別外部監査契約」による「住民監査請求」は不可避の状況

にあり、財政支出の適正な執行を確保するためにも本件住民監

査請求を次にのべる「個別外部監査契約」により受理されるよ

う強く求めておきたい。

(3) 措置請求内容

ア 措置請求内容

以上の次第で請求人らは神奈川県監査委員として知事に対し、前

掲本監査請求４頁の会派・議員別目的外支出金額および返還請求額

一 覧 表 に 示 す 平 成 1 5 年 度 か ら 平 成 1 8 年 度 間 の 全 会 派 総 額

772,657,986円の違法・不当な目的外支出について会派及び各議員

に対し損害賠償請求あるいは不当利得返還請求を行うよう地方自治

法第242条１項の定めに基づき、事実証明書を添付して監査請求を

行う。

イ 期限徒過についての正当な理由

(ｱ) なお、住民監査請求の期限要件である財務会計行為終了後１

年以内の制限については、多額の公金支出について、議会各会

派及び議員らは支出の透明性を高めるよう地方自治法上の強い

要請があるにも拘わらず、支出の詳細やそれを裏付ける領収書

等の資料の開示を怠っているところから、政務調査費支出内容

が秘密にされ、その支出内容が明らかにされなかった点で議会
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側に瑕疵があり、支出内容の確認が困難である等、住民監査請

求の期限徒過についてやむを得ない正当な理由が存在する。

なお付言すれば、違法な目的外支出に対する返還請求権は、

政務調査費について「領収書等を５年度間各会派に保管する」

と定めた本条例第14条１項の趣旨からも、少なくとも過去５年

度分に限っては住民監査請求権を有する住民や、調査権を有す

る知事に対し、その請求権や調査権が保証・担保されることが

必要であることは言及するまでもなく期限徒過の正当な理由と

なる。

この点は平成18年４月14日付け東京地裁品川区議団に対する

判決のなかで、裁判長が「区長の返還請求権が消滅していない

以上、監査請求期間を適用する余地はないものと解すべきであ

る」と監査委員が期限徒過を理由に住民監査請求を却下したこ

とについての誤りを指摘している。

(ｲ) 川崎市監査委員の判断の援用

また、先の川崎市議会監査結果において、監査委員は「監査

対象期間」について次のとおり（略）指摘する。

ウ 個別外部監査請求とその理由

本件の監査請求は監査委員４人のうち、議員選出の２名が当事者

で除斥されるほか、４年度間の政務調査費の交付を受けた全議員延

べ428人の政務調査費支出額を監査対象としたことから、短期間に

本件監査を行うには専門的な監査実務の経験を有する補助者も多数

必要となるため、本件は地方自治法第252条の43第１項の規程によ

る、外部監査人による「個別外部監査契約」に基づく監査を行われ

るよう合せて請求する。

なお、本件住民監査請求が予告（平成19年12月９日付新聞報道）

されていたことから、議員が「個別外部監査契約」による監査を阻

止するとの対応が非公式に伝えられているところであり、本件住民

監査請求受理に当たっては２名の議選監査委員を当初より明確に除

斥した上で判断されると共に、議会の圧力に屈することなく中立的

立場を堅持して判断を行って頂くよう特に求めるものである。

また、本件監査請求には可能な限りの「監査対象の特定」につい

て配慮して請求したものであり、監査委員にはその点についての配

慮も合せて求めるものである。
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２ 請求人

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）

氏名 （略）

住所 （略）
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３ 請求人から提出された事実を証する書面

資料１ 「各会派及び議員の収支報告書」平成15年度分～平成18年度

分（15年4月分を除く）

資料２ 神奈川県の政務調査費「交付条例」・「規則」

資料３ 政務調査費「目的外支出」判断の法的根拠（関係法令・県条

例と規則・訴訟判例・監査委員勧告等）

資料４ 全国都道府県議会議長会「政務調査費の使途の基本的な考え

方について」（平成13年10月16日付）

資料５ 政務調査費「目的外支出」の判断事例（神奈川県議会の収支

報告書支出に含まれていると推定されるもの）

(1) 品川区議会に対する判例からの例示

(2) 弘前市議会に対する判例からの例示

(3) 寝屋川市議会に対する判例からの例示

(4) 大阪府議会住民監査請求・監査結果における監査委員の勧

告内容からの例示

(5) 川崎市議会個別外部監査結果における外部監査人の判断基

準

資料６ 川崎市議会個別外部監査結果「違法支出」判断内訳書（４会

派４年度分）

資料７ 川崎市議会「個別外部監査結果」（平成19年11月27日付全文）

第３ 監査委員の除斥

本件請求において、牧島監査委員及び益田監査委員は、地方自治法（昭

和22年法律第67号。以下「自治法」という。）第199条の２の規定によ

り除斥された。

第４ 請求の受理

１ 住民監査請求における監査対象事項

住民監査請求は、対象とする違法若しくは不当な財務会計上の行為又

は怠る事実（以下「違法又は不当な財務会計上の行為等」という。）を

他の事項から区別し、特定して認識できるように個別的、具体的に摘示

しなければならないこととされている（最高裁判所平成２年６月５日第

３小法廷判決）。
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２ 本件請求における監査対象事項の検討

本件請求について、同判決を踏まえて監査対象を検討すると、請求人

は、大阪府議会や川崎市議会の個別外部監査の結果等から、神奈川県議

会（以下「本県議会」という。）の政務調査費についても違法支出の可

能性があるとしているにすぎず、また、請求人から提出された違法又は

不当な財務会計上の行為等があることを証する書面も政務調査費に関す

る他の地方公共団体に対する住民監査請求の結果及び裁判例等のみであ

り、さらに、違法支出額も川崎市個別外部監査の判断基準の目的外支出

の割合である３割を用いて算出しているにすぎない。また、新聞購読料、

議員連盟費、街宣車リース料等については、一見個別的、具体的に摘示

されているように見えるが、当然に違法な政務調査費の目的外支出とし

ているのみで、なぜ違法又は不当な支出であるかの説明はない。

すなわち、請求人は、政務調査費の目的外支出を特定し、個別的、具

体的に摘示しているとは認めがたい。

しかしながら、本県議会の政務調査費については、収支報告書の閲覧

は可能であるものの、政務調査費の支出に係る証拠書類等の閲覧は認め

られておらず、政務調査費の目的外支出を特定し個別的、具体的に示し

ていないことも、一定程度やむを得ないものと認められることから、神

奈川県職員措置請求書に項目として示されている新聞購読料、議員連盟

費、予算要望関連印刷費、電話機等の設備工事、タウンニュース掲載料、

街宣車リース料（以下「新聞購読料等」という。）の支出に限り、個別

的、具体的に摘示しているものと認めた。

また、近年、多くの地方公共団体で政務調査費に関する住民監査請求

が提出され、政務調査費の一部を目的外支出とする請求結果や判決が出

され、報道にも大きく取り上げられていることから、政務調査費に関す

る県民の関心は非常に高いものと推察される。

そこで、住民監査請求の趣旨を勘案し、平成15年５月から平成19年３

月までの政務調査費として支出された新聞購読料等に加えて、特に直近

の１年である平成18年度に限り政務調査費の全ての支出についても監査

対象事項とすることとした。

３ 本件請求の一部受理

以上のことから、本件請求は、自治法第242条第１項及び第２項に規

定する要件を一部具備しているものと認め、平成20年１月８日付けで受

理した。
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第５ 個別外部監査契約に基づく監査を行わなかった理由

請求人は、監査委員４人のうち、議員選出の２名が除斥されるほか、

４年間の政務調査費の交付を受けた全議員の政務調査費支出額を請求対

象としたことから、短期間に本件監査を行うには専門的な監査実務の経

験を有する補助者も多数必要となり、また、監査委員による監査では独

立性に欠けるとして、自治法第252条の43第１項の規定に基づき、個別

外部監査による監査の請求を求めている。

しかしながら、監査事務局職員は通常業務として日々監査を行ってお

り、十分な監査実務の経験を有する補助者について不足はなく、また、

監査委員は独立不羈の立場から監査を行っており、公正性は担保されて
ふ き

いることから、請求人の主張はなんら根拠のないものである。さらに、

請求内容から判断するに、個別外部監査契約に基づき外部の専門的な知

識を有する者による監査が特に必要であるものとは認められない。

したがって、監査委員の監査に代えて、個別外部監査契約に基づく監

査によることが相当であるとは認められない。

第６ 監査の実施

１ 監査対象事項

神奈川県知事（以下「知事」という。）が、平成15年５月から平成18

年３月の政務調査費の新聞購読料等及び平成18年度の政務調査費（新聞

購読料等を含む。以下「平成18年度の政務調査費」という。）の支出に

ついて、本県議会の会派及び議員（以下「会派等」という。）に対して

返還請求権を行使しなかったことが、自治法第242条第１項に規定する

「財産の管理を怠る事実」に当たるか否かについて監査対象事項とした。

２ 請求人の証拠の提出及び陳述

自治法第242条第６項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述

の機会を与えた。

(1) 証拠の提出

請求人から、次の証拠が提出された。

（政務調査費 個別外部監査事例）

陳述資料１ 大阪府議会個別外部監査報告書（抜粋）

陳述資料２ 墨田区職員措置請求監査結果

（政務調査費通常監査事例）

陳述資料３ 相模原市住民監査請求監査結果

陳述資料４ 新宿区議会住民監査請求結果
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陳述資料５ 京都府議会住民監査請求

陳述資料６ 徳島県包括外部監査報告（平成18年）

（訴訟判決事例）

陳述資料７ 寝屋川市議会損害賠償請求・住民監査請求事件判決

陳述資料８ 弘前市議会政務調査費返還履行請求事件

陳述資料９ 品川区議会損害賠償事件

陳述資料10 仙台市議会

（政務調査費運用マニュアル）

陳述資料11 長野県議会政務調査費マニュアル

陳述資料12 大阪市議会政務調査費の手引き

陳述資料13 川崎市議会政務調査費運用指針（平成19年１月作成）

陳述資料14 大阪府議会政務調査費あり方協議会最終報告書

（その他）

陳述資料15 大阪市議会政務調査費収支報告書領収書添付事例

陳述資料16 給与所得控除の論点

陳述資料17 関連新聞報道

陳述資料18 監査の意見に当たっての意見と要望

(2) 陳述

請求人 （略） 、 （略） 、 （略） 、 （略） 、 （略） 、

（略） は、平成20年１月22日に陳述を行った。陳述の要旨は次のと

おりであった。

ア 監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を請求し

たが認められなかったことは遺憾である。内部監査では独立性に欠

け、身内に甘いと思っている。監査委員の監査でも、川崎市及び大

阪府の個別外部監査と同様、きめ細かな監査を実施してもらいたい。

イ 神奈川県内の川崎市議会において、政務調査費のうち目的外支出

とされたものが多数あったので、本県議会にも目的外支出が多数あ

ると思われる。

ウ 神奈川県議会政務調査費の交付等に関する条例上、請求人は領収

書を閲覧することはできないが、監査委員は見ることができるので、

領収書をしっかり確認して、監査してほしい。

エ 広報費については、議員が配っているチラシは後援会活動、政治

活動であり、政務調査研究に該当しない。条例で認められているこ

と自体がおかしい。総務省に確認したところ、同様の見解であった。

オ 収支報告書が正しく作成されているのか否かを確認してほしい。
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公式文書で市民や県民が見ているのだから、本来は政務調査費の収

支報告書の差し替えなどは認めてはいけない。

カ 政務調査費は、議員調査研究に資するために必要な経費の一部と

して支出されるものであるから、議員の通常の公務たる議員職務執

行のための日常活動経費は対象にならない。会派・議員の政治活動、

後援会活動、選挙活動等に支出されていることが非常に多いと思う

ので、チェックをしてほしい。

キ 人件費については、監査委員が個人情報を収集することは何ら問

題ないと思うので、源泉徴収、労災保険、雇用保険、住民税、確定

申告等の公的な手続がきちんと行われて支払われているか、チェッ

クをしてほしい。

ク 新聞購読料については、一般情報収集であり、かつ議員報酬の給

与所得控除に新聞の購入費等の必要経費は入っているはずなので、

全額目的外支出と考えている。

ケ 監査事務局の職員は県の職員から輩出された内々の間柄の職員

で、監査制度そのものが制度疲労を起こしていると感じている。地

方自治体の監査制度を変えていかなければ、日本の国はよくならな

い。

３ 監査対象箇所への調査

本件請求に関し、監査対象箇所として、議会局総務課（以下「議会局」

という。）を選定し、職員調査を実施した。

４ 関係人への調査

本件請求に関し、自治法第199条第８項の規定に基づき、本県議会の

会派の団長及び政務調査費経理責任者等に対し関係人調査を実施した。

関係人調査の結果、関係人が政務調査費の支出であると主張した金額

を本件請求に係る監査対象の政務調査費の支出額（以下「監査対象支出

額」という。）とした。なお、監査対象支出額は、政務調査費の収支報

告書の支出額と若干金額が異なる会派等があった。

５ 学識経験を有する者からの意見聴取

本件請求に関し、自治法第199条第８項の規定に基づき、公認会計士

及び大学准教授各１名（以下「学識経験者」という。）から本件請求に

係る政務調査費の使途基準について意見を聴取した。
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第７ 監査の結果

１ 認定した事実

請求人から提出された神奈川県職員措置請求書、資料１から資料７及

び陳述資料１から18の証拠並びに監査対象箇所への調査及び関係人への

調査の結果に基づき、本件請求に係る事実を次のとおり認定した。

(1) 政務調査費制度制定の経緯

ア 地方公共団体は、政務調査費制度制定以前においても自治法第

232条の２の規定に基づき、議会の会派等に対し調査研究目的の経

費を交付していた。これは、「普通地方公共団体は、いかなる給与

その他の給付も法律又はこれに基づく条例に基づかずには支給する

ことができない」とする自治法第204条の２の規定による、いわゆ

る給与条例主義に反しないよう、補助金として交付していたもので

ある。

イ 一方、本来、議会は長を監視すべき立場にありながら、政務調査

目的の経費を長の裁量に基づく補助金として交付することの矛盾を

解消すること等のため、国会における各会派に対する立法事務費の

交付に関する法律（昭和28年法律第52号）と同様、調査研究目的の

経費の支給根拠を明確に制度化するよう、全国都道府県議長議長会

等から要望がなされていた。

ウ 平成12年５月、政務調査費の制度化等を内容とする地方自治法一

部改正案が審議され、衆議院、参議院とも全会一致で可決した。政

務調査費の趣旨については、地方行政委員会委員長が「地方議会の

活性化を図るためには、その審議能力を強化していくことが必要不

可欠であり、地方議員の調査活動基盤の充実を図る観点から、議会

における会派等に対する調査研究費等の助成を制度化して、あわせ

て、情報公開を促進する観点から、その使途の透明性を確保するこ

とが重要」であると説明（以下「趣旨説明」という。）している。

エ 政務調査費制度の創設を規定した地方自治法の一部を改正する法

律（平成12年法律第89号）は、平成12年５月31日に公布され、平成

13年４月１日に施行された。その内容は、「普通地方公共団体は、

条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究に資するた

め必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、

政務調査費を交付することができる。この場合において、当該政務

調査費の交付の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければな

らない」（自治法第100条第13項）というものである。

オ 同項に基づき、議員の調査研究に資するため、神奈川県議会政務
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調査費の交付等に関する条例（平成13年神奈川県条例第33号。以下

「政務調査費条例」という。）が制定された。

(2) 本県の政務調査費の交付等

ア 政務調査費の交付対象者、交付額及び交付方法

政務調査費は、議会の会派（所属議員が１人である場合を含む。）

及び議員に対して、議員１人当たり月額53万円を交付する（政務調

査費条例第２条及び第３条第１項）。交付方法は、会派ごとに、会

派に交付する方法、議員に交付する方法並びに会派及び議員の双方

に交付する方法のいずれかによるものとされている（同条第２項）。

平成18年度における交付方法は、次のとおりである。なお、会派及

び議員の双方に交付する方法を採用している会派はなかった。

(ｱ) 会派に交付する方法を採用

a 自由民主党神奈川県議会議員団

b 民主党・かながわクラブ県議会議員団

c 県政21・県民の会神奈川県議会議員団

d 公明党神奈川県議会議員団

e 日本共産党神奈川県議会議員団

f 市民の党

g 社会民主党

h 山百合クラブ

i 神奈川

(ｲ) 議員に交付する方法を採用

神奈川ネットワーク運動神奈川県議会議員団

イ 政務調査費の交付対象となる経費

政務調査費の交付の対象となる経費は、調査研究費、研修費、会

議費、資料作成費、資料購入費、広報費、事務所費、事務費及び人

件費である（政務調査費条例第９条及び神奈川県議会政務調査費の

交付等に関する条例施行規程（平成13年議会議長告示第１号。以下

「政務調査費条例施行規程」という。）第５条第１項）。

ウ 政務調査費の交付決定

知事は、議長から当該年度の政務調査費の交付を受ける会派及び

議員の通知を受けたときは、速やかに当該年度の政務調査費の交付

決定を行わなければならない（政務調査費条例第５条第３項、第６

条第１項）。知事は、政務調査費の交付決定を行ったときは、速や

かに会派及び議員に通知するとともに、その旨を議長に通知するも
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のとされている（同条第３項）。

エ 政務調査費の交付請求及び交付

会派の代表者及び議員は、知事から交付決定の通知を受けたとき

は、速やかに当該交付決定に係る政務調査費の請求をし、知事は当

該請求があったときは、毎月16日に当該月分の政務調査費を交付す

る（政務調査費条例第８条）。

オ 政務調査費の返還

会派及び議員は、当該年度において交付を受けた政務調査費の総

額から、当該年度において行った政務調査費の支出総額を控除して

残余がある場合は、当該残余額を翌年度の５月31日までに返還しな

ければならない（政務調査費条例第13条第１項）。

カ 政務調査費額の確定

当該年度の政務調査費は、交付額から返還額を差し引いた額をも

って確定する。各会派及び議員の平成18年度の政務調査費の交付決

定額及び確定額は別表４のとおりである。

(3) 本県の政務調査費の検証等

ア 政務調査費経理責任者、政務調査費監査責任者の設置等

会派に政務調査費を交付する方法を採る会派は、政務調査費経理

責任者及び政務調査費監査責任者（所属議員が１人である会派を除

く。）を置かなければならない（政務調査費条例第10条第１項）。

政務調査費監査責任者は、会派に交付する政務調査費の収入及び支

出について監査を行わなければならない（政務調査費条例第10条第

２項）が、関係人から状況を聴取したところ、会派によっては政務

調査費監査責任者の監査は形式的な審査にとどまっていた。

イ 証拠書類等及び会計帳簿の整理

政務調査費経理責任者及び議員は、政務調査費の支出について、

証拠書類等を整備するとともに、その内訳を明確にした会計帳簿を

備え置かなければならない（政務調査費条例第11条第１項）。しか

し、政務調査費条例で会計帳簿の様式が定められていないこともあ

り、多くの会派で政務調査費の交付対象となる９項目ごとの経費の

整理、分類にとどまり、政務調査費条例の趣旨に則った会計帳簿は

提出されなかった。

ウ 収支報告書の提出等

会派の代表者及び議員は、当該年度に係る政務調査費の収入額、

支出額等を記載した収支報告書を翌年度の５月15日までに議長に提
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出することとされている（政務調査費条例第12条第１項）。議長は

会派代表者等から提出された収支報告書の写しを速やかに知事に送

付することとされている（同条第３項）。その際、政務調査費条例

を所管する議会局の職員が自治法第153条第１項の規定により委任

された同法第221条第２項に基づく知事の調査権により、収支報告

書の審査を行っているが、その審査は記載事項の計数の誤り、誤記

等の形式的な審査のみとなっている。議会局は、議会局職員の収支

報告書の審査が形式的なものにとどまっているのは、議員の政治活

動の自由を担保するためであると説明している。

(4) 本県の政務調査費の使途基準等

ア 本県の政務調査費の使途基準

本県においては、政務調査費の使途は、政務調査費条例施行規程

別表に規定されている（政務調査費条例施行規程第５条第２項及び

別表）が、具体的にどのような支出が政務調査費に該当するのか、

あるいは該当しないのか等を明記した使途基準は内規を含めて存在

しない。

イ 議長会報告の使途基準

政務調査費の使途基準に関する基本的な考え方については、全国

都道府県議会議長会が平成13年10月16日付けで示した「政務調査費

の使途の基本的な考え方について」（以下「議長会報告」という。）

がある。議長会報告は、会派や議員の政務調査活動は各県により異

なることなどとして、全国一律の基準を設定することは困難としな

がらも、政務調査費について一定の考え方を示し、また、会費とし

て支出するに適さない具体的な事例や人件費・事務所費等は按分す

べきという考え方を示している。

(5) 本請求に対する議会局の見解等

議会局からは、本請求に対する見解、反論は一切示されなかった。

２ 判断の理由

認定した事実から、本件請求について勧告とした理由は次のとおりで

ある。

本件請求は、本県議会の会派等に支出した政務調査費の一部について

目的外支出があるにもかかわらず、知事が会派等に対して返還請求権を

行使しなかったことが、違法又は不当に財産の管理を怠っていることか
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ら、知事が会派等に対して政務調査費の目的外支出額の返還を命ずるよ

う求めているものと認められる。

そこで、平成15年５月から平成18年３月までの新聞購読料等及び平成

18年度の政務調査費について目的外支出があったかどうかについて判断

を行った。

(1) 本件監査における監査基準

具体的な支出について、政務調査費の目的外支出であったかどうか

を判断するためには、判断基準が必要である。政務調査費をどのよう

に活用するかは本来議員の自律的判断にゆだねられるべきものである

ことからする（仙台高等裁判所平成19年４月26日判決）と、判断基準

は、議会において規定されるべきものであるが、前記認定した事実の

とおり、本県議会においては政務調査費の使途基準は定められていな

い。そのため、本件監査を行うに当たって、議長会報告を基本とし、

裁判例及び他の地方公共団体の政務調査費に係る監査結果並びに学識

経験者からの意見を参考として、別表３のとおり政務調査費の使途に

係る判断基準（以下「監査基準」という。）を作成し、当該監査基準

により監査を実施することとした。

(2) 参考裁判例

監査基準を作成するに当たり、参考とした裁判例は次のとおりであ

る。

ア 実費弁償の原則

(ｱ) 仙台高等裁判所平成19年４月26日判決（以下「平成19年４月

仙台高裁判決」という。）

政務調査費は、その使途が限定され、調査研究に資するため

必要な経費以外のものに充てることが禁止されているとした。

イ 会派等の説明責任

(ｲ) 平成19年４月仙台高裁判決

議員が政務調査活動に必要な費用として支出したことにつ

き、それを裏付ける資料がなく、積極的に補足する説明もしな

いような場合には、当該議員は当該支出が違法な支出とされる

ことを甘受せざるを得ないとした。

ウ 事務委託

(ｱ) 仙台地方裁判所平成19年４月27日判決（以下「平成19年仙台

地裁判決」という。）

自治法第100条第13項は、政務調査費につき「議員」の調査
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研究に資するために必要な経費を定めている。法は、政務調査

費の支出対象となる調査研究の主体としては議員を想定してい

るものというべきである。条例が政務調査費の交付先を議員で

なく会派と定めたのは、政務調査費の管理を会派に行わせるこ

とによって、会派の持つ集団としての自律性や自浄作用に期待

し、もって政務調査費が適正に使用されることを確保しようと

したものと解すべきであって、政務調査費の支出対象となる調

査研究を会派の行うものに限る趣旨と解することはできないと

した。

エ 証拠書類等の取扱い

(ｱ) 青森地方裁判所平成18年10月20日判決（以下「平成18年青森

地裁判決」という。）

議員が政務調査研究活動に資するために必要な費用として支

出したことについて資料を提出せず、これを補足するに足る具

体的な説明も行わない場合には、その金額や使途等からみて、

政務調査費であろうと社会通念上推認されるような支出（例え

ば、社会通念上相当な範囲の金額の電話料金、文房具代金、郵

便代金等）を除き、これを正当な政務調査費の支出であると認

めることはできないとした。

オ 政務調査費と密接不可分の経費の混在

(ｱ) 平成19年４月仙台高裁判決

ある支出が政務調査活動のためでもあるし、議員の後援会活

動のためでもあるという場合、その全額を政務調査費とするの

は相当でないことは明らかであるから、条理上按分した金額を

もって政務調査費とすべきであり、特段の資料がない限り、例

えば政務調査活動とそれ以外の二つの目的のために支出した場

合には２分の１とするなど、社会通念に従った相当な割合をも

って政務調査費を確定すべきであるとした。

(ｲ) 平成18年青森地裁判決

政務調査費の本件使途基準に合致する部分（議員としての調

査研究活動に資する部分）とそうでない部分とを合理的に区分

することが困難な場合には、社会通念上相当な割合による按分

をして政務調査活動に資するために必要な費用の金額を確定す

るのが相当であるとした。

カ 食糧費

(ｱ) 東京地方裁判所平成18年４月14日判決（以下「平成18年東京
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地裁判決」という。）

調査研究活動又は会議の場において、当該研究又は会議の目

的達成の上で、関係者との会食等を要する場合あるいは当該研

究や会議を行う日時について、昼食時や夕食時以外の日程をと

ることが困難である場合等に、飲食が必要となる場合もあり得

るところであり、このような場合における飲食は、上記調査研

究又は会議に伴うものとして、議員個人が日常、私的に行う飲

食とは異なる公的性質を帯びるものということができる。

会派による飲食費の支出については、区政に関連する調査研

究又は会議に伴い、社会通念上必要かつ相当と認められる範囲

において、区政に関連する調査研究又は会議に伴う一種の経費

として、政務調査費の使途による支出と認められると解するの

が相当であるとした。

(ｲ) 長野地方裁判所平成19年10月12日判決（以下「平成19年長野

地裁判決」という。）

調査研究の場において、目的達成の上で、関係者と飲食等を

することもあり得るところであり、飲食等を伴う会合の会費に

ついても、県の事務及び地方行財政に関する調査研究に伴い、

社会通念上相当と認められる範囲において、調査研究のための

一種の経費として、政務調査費を充てることができると解する

のが相当であるとした。

キ 人件費

(ｱ) 仙台高等裁判所平成19年12月20日判決（以下「平成19年12月

仙台高裁判決」という。）

政務調査活動の補助職員に家族を雇用するというのはお手盛

りの危険を伴うものであり、納税者の立場からすればいくら職

務に応じた妥当なものと説明されても容易に納得できるもので

はないし、そもそも妥当な支出であったか否かを検証すること

が困難と言わざるを得ないことに鑑みれば、政務調査費からそ

のような支出をすること自体相当ではないというべきであると

した。

(3) 学識経験者の意見

監査基準の作成に当たり、学識経験者から主に次の点について意見

を聴取した。

ア 支出に関する証拠書類等の取扱い
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イ 目的外支出とすべき経費の考え方

ウ 政務調査費と密接不可分の経費に関する考え方

エ 食糧費の取扱い

オ 事務所費の取扱い

カ 人件費における親族雇用の考え方

(4) 監査基準の考え方

前述のとおり、本件監査を行うに当たり作成した監査基準は別表３

のとおりであるが、その考え方は次のとおりである。

ア 各費目共通

(ｱ) 実費弁償の原則

政務調査費は実費弁償を原則とする（平成19年４月仙台高裁

判決）。

(ｲ) 会派等の説明責任

政務調査費に関する説明責任は会派等にある（平成19年４月

仙台高裁判決）。

(ｳ) 事務委託

政務調査費を会派に支給する方法を採用している会派であっ

ても、政務調査費は議員の調査研究に資するために交付される

こと、また、実際には会派の行う政務調査活動は一部を除き会

派を構成する議員が行うことになることから、会派から議員へ

事務委託がある場合には、議員の政務調査活動に関わる支出に

ついても会派の政務調査活動と認めることとした（平成19年仙

台地裁判決）。

(ｴ) 証拠書類等の取扱い

領収書等の証拠書類等については、政務調査費条例第11条の

規定により整備及び保管が義務付けられており、また、政務調

査費は公金であることに鑑み、証拠書類等の添付がない場合は

政務調査費の目的外支出とした（平成18年青森地裁判決）。

(ｵ) 政務調査費と密接不可分の経費が混在している場合

政務調査活動以外の活動に係る経費と密接不可分の経費を政

務調査費に計上されている場合は、原則として一定の割合で按

分して政務調査費として認めることとした（平成19年４月仙台

高裁判決、平成18年青森地裁判決）。

イ 個別事項

(ｱ) 食糧費
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食糧費については、本県職員の食糧費支出の取扱い、学識経

験者からの意見聴取等を参考に、原則として政務調査費の目的

外支出としたが、会議における弁当代や政務調査活動と密接不

可分のものについては、社会通念上許容される範囲内に限り認

めることとした（平成18年東京地裁判決、平成19年長野地裁判

決）。

(ｲ) 交通費

タクシー代、有料道路代、駐車場代については、反復かつ継

続的に利用され、同時に政務調査活動とその他の活動による利

用とが渾然一体となっており、これらを具体的に区別すること、

また、会派等が立証することは困難であることから、一定額を

設定し当該金額の範囲を超えるものは目的外支出とした。

(ｳ) 資料作成費、広報費

資料、広報紙等印刷に係る経費については、成果品を確認し、

政務調査活動と認められるものは、政務調査費として認めるこ

ととした。

(ｴ) 事務所費

関係人調査において、会派等が全額政務調査活動に使用して

いると主張した場合でも、一定割合で按分し、一部を目的外支

出とした。また、生計を一にする親族名義の自宅に賃料を支払

っている場合は、政務調査費の目的外支出とした。なお、議員

が自ら後援会等の利用があるために按分し、按分後の金額を政

務調査費として計上している場合、その按分方法が不合理でな

いときは、その金額を認めることとした。

(ｵ) 人件費

人件費については、源泉徴収等による支払などが確認できる

ことを要件とした。

なお、生計を一にする親族の人件費は、政務調査費の目的外

支出とした（平成19年12月仙台高裁判決）。

ウ 本件請求に限った判断基準

政務調査費に係る具体的な使途基準や証拠書類等の取扱いが明

確にされていなかったこと等を考慮し、本件請求に限った判断基

準を設定することとした。

(5) 結論

関係人調査により、会派等から提出された証拠書類等の調査、関係
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人からの事実関係の聴取を行った結果等をもとに、監査基準を適用し

て判断した結果は、次のとおりである。

平成15年５月から平成18年３月までの新聞購読料等のうち政務調査

費の目的外支出と認められる額は別表１のとおりである。なお、新聞

購読料等のうち、予算要望関連印刷費及びタウンニュース掲載料につ

いては政務調査活動と認め、全額政務調査費と認めることとした。

また、平成18年度の政務調査費のうち政務調査費の目的外支出と認

められる額は別表２のとおりであり、会派等が政務調査費として支出

したもののうち、目的外支出と判断した主なものは別表５のとおりで

ある。なお、平成18年度の新聞購読料等の目的外支出額は、別表６の

とおりである。

以上のことから、知事は、政務調査費として支出されたものの一部

については返還請求権の行使をすべきものと言え、「財産の管理を怠

る事実」が認められると言わざるを得ない。

よって、請求人の主張には一部理由があると認められる。

なお、政務調査費の交付額を上回る支出額（以下「自己負担額」と

いう。）のある会派等があることから、平成18年度の政務調査費のう

ち県に返還すべき額（以下「返還所要額」という。）の算定に当たっ

ては、目的外支出額から自己負担額を控除する必要がある。

したがって、知事は、別表１及び別表２に記載した返還所要額につ

いて、政務調査費の交付対象とした会派及び議員に対し、返還請求を

行うなど必要な措置を講ずるべきである。当該措置に関する期限は、

平成20年６月30日とする。

(6) 意見

ア 本件請求は、平成18年度のすべての政務調査費について監査対

象としたものであるが、監査の結果、目的外支出が認められた。

平成15年５月から平成18年３月までの政務調査費については、新

聞購読料等の支出を除き監査を行っていないが、当該年度につい

ても平成18年度の結果からこれら以外の目的外支出があるものと

推測される。

したがって、各会派及び議員におかれては、監査基準を参考に、

今後、当該年度の政務調査費に係る支出を精査し、目的外支出が

認められたときは、当該目的外支出額を自主的に返還することを

要望する。
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イ 本年２月26日に政務調査費条例が一部改正され、平成20年度交

付分から、収支報告書にすべての政務調査費の支出に係る証拠書

類等の写しが添付され、また、証拠書類等が公開請求の対象とな

ったところであり、これらのことは評価できる。

ウ 本県議会においては、政務調査費に係る証拠書類等が情報公開

の対象となったことを踏まえ、平成20年度以降の政務調査費につ

いて、適正に執行されるよう努められたい。
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別表３ 監査基準

第１ 各費目共通

１ 支出に関する証拠書類については、次のように取り扱うものとした。

(1) 原則として領収書の添付を要する。

(2) 政務調査費の支給が会派あてであるときは、領収書のあて名は原

則として会派あてであることを要するが、個々の議員名も認めるも

のとした。

(3) 領収書のあて名が他人名義(親族名を含む)のもの、後援会名義の

ものは原則として目的外支出とした。

(4) 領収書の添付がない場合は、成果物の提示その他の資料等から支

払の事実が推認できることを要する。

２ 次の活動等に係る経費の支出は、政務調査費の使途の目的外(以下

「目的外」とする。)とした。

(1) 政党活動

(2) 選挙活動

(3) 後援会活動

(4) 私的経費

３ 次の事項に要する経費（会費等）の支出は目的外とした。

(1) 活動総体が政務調査活動に寄与しない団体

(2) 個人として加入している団体等

（例）町内会費、同窓会費、ＰＴＡ会費、県人会会費、ライオンズ

クラブ会費、スポーツクラブ会費等議員個人に帰属する会費

(3) 政党本来の活動に伴う党大会、党費等

(4) 議会内の親睦団体

(5) 他議員の後援会、祝賀会

(6) 宗教団体

(7) 冠婚葬祭

(8) 意見交換を伴わない会合

(9) 寄付金、祝い金、協賛金、手みやげ

(10) 祝電、弔電、レタックス
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４ 次の会合等への出席に係る経費の支出は目的外とした。

(1) 挨拶、会食やテープカットだけの出席

(2) 飲食を主目的とする新年会・忘年会・懇談会への出席

（例）出版記念・受勲記念祝賀パーティー等

５ 食糧費については次のとおりとした。

(1) 会議参加のための弁当代は、1,500円を超える部分を目的外とし

た。

(2) 事務所における茶菓代については、一人当たり月額10,000円を超

える部分を目的外とした。

(3) その他飲食代について、会議における飲食は1,500円を超える部

分を目的外とした。

６ 交通費及び自動車に係る経費については次のとおりとした。

(1) 公共交通機関(タクシーを含む)の利用に係る経費（バスカード等

プリペイドカード代、ICカードへのチャージ代を含む）、自動車利

用の際のガソリン代、有料道路代等については、原則として、利用

区間及び用務内容の記載を要する。

ただし、今回はこれらの費用の合計について、一人当たり月額

50,000円を超えるものを目的外とし、会派支給においては、年額に

所属議員数を乗じた額を上限とした。

(2) 駐車料金(月極駐車場を除く)については、原則として、用務内容

の記載を要するが、今回は一人当たり月額10,000円を超える部分を

目的外とした。

(3) 車両購入代、自動車保険料、自動車税、車検代、洗車代、修理代、

その他自動車の整備に関する費用については目的外とした。

(4) 自動車リース料については、政務調査活動以外にも使いうること

を考慮し、今回は10分の１を目的外とした。
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第２ 交付対象経費

１ 調査研究費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う県の事務及び

地方行財政に関する調査研究及び調査委託に要する経費と規定されて

いる。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 調査研究の委託等については、委託契約書及び報告書等成果物の

確認ができることを要する。

(2) 県外(海外を含む)視察調査費については、具体的な行程表及び調

査報告書等成果物の確認ができることを要するものとし、これらが

確認できない場合は、今回は２分の１を目的外とした。

(3) 議員連盟費等については、その活動内容から政務調査活動と認め

られないものは目的外とした。

(4) 会議延長に伴う宿泊費については、今回は２分の１を目的外とし

た。

２ 研修費

政務調査費条例施行規程により、会派が開催する研修会、講演会等

の実施に要する経費並びに団体等が開催する研修会、講演会等への議

員並びに会派及び議員の雇用する職員の参加に要する経費と規定され

ている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 研修会、講演会等の内容が政務調査と関連のないものは目的外と

した。

(2) 個人の資格取得等のための講座受講料は目的外とした。
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３ 会議費

政務調査費条例施行規程により、会派が開催する各種会議及び議員

が開催する県民の県政に関する要望、意見等を聴取するための各種会

議に要する経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

後援会が開催する会議の費用は目的外とした。

４ 資料作成費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が議会審議に必要な

資料を作成するために要する経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

資料等印刷に係る経費については、成果物が確認できることを要す

るものとし、成果物が確認できない場合は、今回は２分の１を目的外

とした。

５ 資料購入費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う調査研究のた

めに必要な図書、資料等の購入に要する経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 新聞は原則として各１部を超えた部分は目的外とした。また、ス

ポーツ新聞は目的外とした。

(2) 書籍、雑誌等の購入は原則として各１部を超えた部分は目的外と

した。



- 59 -

６ 広報費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う議会活動及び

県政に関する政策等の広報活動に要する経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 広報紙等印刷に係る経費については、成果物が確認できることを

要するものとし、成果物が確認できない場合は、今回は２分の１を

目的外とした。

(2) 配布に係る経費については、配布物、配布先の特定を要する。

(3) 後援会報印刷に係る経費は目的外とした。

(4) 名刺代、年賀状代は目的外とした。

(5) 看板作成に係る費用は目的外とした。

(6) ホームページ作成・保守に係る費用は、ホームページの内容が政

務調査活動の広報と認められる割合により按分すべきであり、今回

は10分の１を目的外とした。

７ 事務所費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う調査研究活動

のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費と規定されてい

る。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 事務所購入費、事務所(駐車場を含む)賃借のための敷金、礼金は

目的外とした。

(2) 事務所のリフォーム代、設備に係る工事代(電話回線工事代を含

む)は目的外とした。

(3) 火災保険等損害保険料、事務所警備に関する費用は目的外とした。

(4) 自宅又は議員若しくは生計を一にする親族等の個人所有の事務所

に対する賃借料は目的外とした。

(5) 駐車場賃借料は、政務調査活動に使用する車両に係るもの以外は

目的外とした。
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(6) 事務所費の按分方法

次に掲げる区分に応じ、当該区分に定める割合で按分する。

ア 賃借料(駐車場代を含む)

(ｱ) 政務調査活動に要した使用領域(面積等)、使用時間等により

按分する。

(ｲ) 政務調査活動の割合が明らかでない場合は、今回は10分の１

を目的外とした。

イ 光熱水費、テレビ受信料(ケーブルテレビを含む)等

(ｱ) 政務調査活動に要した使用領域(面積等)、使用時間等により

按分する。

(ｲ) 政務調査活動の割合が明らかでない場合は、今回は次の部分

を目的外とした。

ａ 事務所を賃借している場合 10分の１

ｂ 自宅の場合 ３分の２

８ 事務費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う調査研究に係

る事務遂行に必要な経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 備品購入については、パソコン、プリンタ等調査研究に係る事務

に使用する物品を除く、冷蔵庫、電子レンジ等事務所の環境整備に

係る物品については目的外とした。

(2) 日常生活用品、清掃用具(足ふきマットを含む)、日曜大工用品、

医薬品、合鍵、生花及び鉢植えについては目的外とした。

(3) 被服代(制服、靴等)は目的外とした。

(4) 携帯電話購入代(充電器等付属品を含む)は目的外とした。
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(5) 事務費の按分方法

通信費(電話料金、ファックス料金、インターネットに要する通

信費等)、事務機器のリース料については、次に定める割合で按分

する。ただし、携帯電話通話料については、一人当たり１回線のみ

を認めた。

ア 政務調査活動に要した使用頻度、使用時間等により按分する。

イ 政務調査活動の割合が明らかでない場合は、今回は10分の１を

目的外とした。

９ 人件費

政務調査費条例施行規程により、会派及び議員が行う調査研究を補

助する職員を雇用する経費と規定されている。

本件監査における取扱いは次のとおりとした。

(1) 人件費については、政務調査活動に従事している勤務実態がある

ことを要する。

(2) 生計を一にする親族の雇用経費は目的外とした。ただし、源泉徴

収等税法上の措置を行っているものは除くこととした。

(3) 人件費の按分方法

政務調査活動に専念してることが明らかである場合を除き、次に

定める割合で按分する。

ア 政務調査活動の業務に従事した時間、日数等により按分する。

イ 政務調査活動の割合(従事時間等)が明らかでない場合は、今回

は10分の１を目的外とした。

第３ その他

以上の基準によることができない場合又は基準によることが不適当

であると認められる場合は、個別に判断を行った。



別表　４

平成１８年度政務調査費の交付決定等の状況

１　交付決定

金額（円）

265,530,000

179,670,000

82,680,000

69,960,000

25,440,000

福田泰子 6,360,000

山本裕子 6,360,000

仙田みどり 6,360,000

12,720,000

6,360,000

6,360,000

4,770,000

２　額の確定（返還額を差し引いた交付額）

金額（円）

265,530,000

179,670,000

82,680,000

69,960,000

25,440,000

福田泰子 5,094,897

山本裕子 5,196,099

仙田みどり 5,543,351

12,720,000

6,360,000

6,360,000

4,770,000

会　　派　　等

自由民主党神奈川県議会議員団

民主党・かながわクラブ神奈川県議会議員団

県政会21・県民の会神奈川県議会議員団

公明党神奈川県議会議員団

日本共産党神奈川県議会議員団

神奈川ネット
ワーク運動神
奈川県議会議

員団

市民の会

市民の会

社会民主党

社会民主党

山百合クラブ

神奈川

会　　派　　等

山百合クラブ

神奈川

自由民主党神奈川県議会議員団

民主党・かながわクラブ神奈川県議会議員団

県政会21・県民の会神奈川県議会議員団

公明党神奈川県議会議員団

日本共産党神奈川県議会議員団

神奈川ネット
ワーク運動神
奈川県議会議

員団
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別表５

平成18年度政務調査費に係る監査結果において、領収書等証拠書類が確認

できないもののほか、目的外支出とした主なものは次のとおりである。

第１ 自由民主党神奈川県議会議員団

１ 成果物のない視察経費については、２分の１

２ 自動車保険料、洗車代、車両修理代

３ 車両リース代については、一定の割合を超える部分。駐車料金につ

いては、一定の金額を超える部分

４ 他の議員の後援会出席費用

５ 地域活動におけるレクリエーション大会、創立記念式典出席費用

６ 日本料理店等における会合

７ 領収書のあて名が後援会に係るもの

８ 広報紙等作成費について、成果物が確認できないものは２分の１

９ 看板設置に係る費用

10 事務所リフォーム代、損害保険料、警備料

11 電子レンジ、テレビアンテナ購入代

12 机・椅子、紙折り機等事務所備品購入代

13 事務所賃借料、駐車場賃借料、光熱水費については、一定の割合を

超える部分

14 作業着代、石油ファンヒーター代、玄関マット代、清掃用具代、医

薬品代、レタックス代、合鍵代、生花代、名刺代

15 携帯電話購入代

16 名義が議員本人でない携帯電話使用料

17 事務機器リース代、通信費、テレビ受信料については、一定の割合

を超える部分

18 生計を一にする親族を雇用しており、かつ源泉徴収等を行っていな

い場合の人件費

19 その他人件費については、一定の割合を超える部分
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第２ 民主党・かながわクラブ県議会議員団

１ 成果物のない視察経費については、２分の１

２ 自動車の修理代、オイル・タイヤ交換代

３ 駐車料金については、一定の金額を超える部分

４ 他の議員の後援会出席費用

５ 日本料理店等における会合

６ 広報紙等作成費について、成果物が確認できないものは２分の１

７ 後援会報印刷代

８ 事務所修繕工事代、水道工事代

９ 契約者が議員本人でない事務所賃借料

10 事務所賃借料、駐車場賃借料、光熱水費については、一定の割合を

超える部分

11 レタックス代、石油ファンヒーター代、玄関マット代、清掃用具代、

合鍵代、生花代、名刺代

12 パソコン購入費については、２台中１台

13 携帯電話購入代

14 事務機器リース代、通信費、テレビ受信料については、一定の割合

を超える部分

15 生計を一にする親族を雇用しており、かつ源泉徴収等を行っていな

い場合の人件費

16 その他人件費については、一定の割合を超える部分

第３ 県政21・県民の会神奈川県議会議員団

１ 自動車のオイル、バッテリー交換代

２ 自動車リース料については、一定の割合を超える部分

３ 後援会員の視察に要する経費

４ 他の議員の後援会出席費用

５ 日本料理店等における会合

６ １部を超える書籍購入代

７ 会派ホームページ制作費については、一定の割合を超える部分

８ カーテンクリーニング代、ガラス交換代



- 65 -

９ トイレ工事代、浄化槽点検代

10 事務所賃借料、駐車場賃借料、光熱水費については、一定の割合を

超える部分

11 レタックス代、玄関マット代、日曜大工用具代、清掃用具代、合鍵

代、生花代、名刺代

12 携帯電話機種変更代

13 事務機器リース代、通信費、テレビ受信料については、一定の割合

を超える部分

14 生計を一にする親族を雇用しており、かつ源泉徴収等を行っていな

い場合の人件費

15 その他人件費については、一定の割合を超える部分

第４ 公明党神奈川県議会議員団

１ 領収書等で支出が確認できない有料道路代及び前年度の有料道路代

２ 車両修理代

３ ロータリークラブ会費

４ 防災士受講・研修料

５ 日本料理店等における会合

６ 毎月１部を超える月刊誌購入代

７ 広報用自動車リース料については、一定の割合を超える部分

８ 事務所賃借のための敷金・礼金

９ 事務所賃借料、駐車場賃借料、光熱水費については、一定の割合を

超える部分

10 食器、空気清浄機、浄水器購入代、合鍵代、生花代、名刺代

11 電話工事代、ＡＤＳＬ回線工事代

12 事務機器リース代、通信費、テレビ受信料については、一定の割合

を超える部分

13 人件費については、一定の割合を超える部分
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第５ 日本共産党神奈川県議会議員団

１ 社会保険労務士報酬

２ １部を超える書籍購入代

第６ 福田泰子(神奈川ネットワーク運動神奈川県議会議員団）

１ 鍵修理代

２ 会議室使用料、車両リース代、事務機器リース代、通信費、人件費

については、一定の割合を超える部分

第７ 山本裕子(神奈川ネットワーク運動神奈川県議会議員団）

１ 駐車料金については、一定の金額を超える部分

２ 会議室使用料、車両リース代、事務機器リース代、通信費、人件費

については、一定の割合を超える部分

第８ 仙田みどり(神奈川ネットワーク運動神奈川県議会議員団）

１ リース車両改装費、名刺代

２ 会議室使用料、車両リース代、事務機器リース代、通信費、人件費

については、一定の割合を超える部分

第９ 市民の党

１ 車両修理代、廃棄物処理代、トイレットペーパー等日常生活用品代

２ 事務所賃借料、光熱水費、事務機器リース代、通信費、人件費につ

いては、一定の割合を超える部分
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第10 社会民主党

１ 電報代、名刺代、電話消毒代

２ 事務所賃借料、光熱水費、事務機器リース代、通信費、人件費につ

いては、一定の割合を超える部分

第11 山百合クラブ

１ 照明器具代、無線機代

２ 光熱水費、事務機器リース代、通信費、人件費については、一定の

割合を超える部分

第12 神奈川

１ 祝賀会費

２ 事務所賃借料、人件費については、一定の割合を超える部分
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